尼崎市立すこやかプラザ指定管理者指定申請書

　年　月　日

尼　崎　市　長　　様

尼崎市立すこやかプラザの設置及び管理に関する条例第９条の規定に基づき、指定管理者の指定を受けたいので、次のとおり申請します。また、裏面のとおり誓約します。

１　申請者（押印不要）
	法人等の名称※1
	

	代表者※2の
氏名及び役職
	

	所在地※2
	


※1 共同事業体等にあっては、当該共同事業体等の名称を記載する。
※2 共同事業体等にあっては、代表団体の代表者氏名及び役職・所在地を記載する。

２　添付書類一覧
⑴　事業計画書
⑵　定款又は寄附行為及び登記事項証明書
⑶　役員の名簿及び履歴書
⑷　法人等の事業計画書及び収支予算書（指定申請を行う日の属する事業年度（以下「申請年度」という。）のもの。）
⑸　法人等の事業報告書、損益計算書又は収支計算書及び貸借対照表（申請年度の前年度のもの。ただし、申請年度に設立された法人等を除く。）
⑹　申請年度における財産目録
⑺　組織及び運営に関する事項を記載した法人等の概要書その他これに類する書類
⑻　法人税、消費税及び地方消費税並びに主たる事業所の所在する市町村の市町村税を滞納していないことを証する書類（非課税の場合は、それに代わる書類）
⑼　主たる事業所の所在する市町村の水道料金及び下水道料金を滞納していないことを証する書類
[bookmark: _Hlk235787377]⑽　自主事業予定表（事業計画書で自主事業を実施する予定する場合に提出すること。）
⑾　共同事業体の代表団体及び構成団体を記載した書類（共同事業体等による申請の場合に提出すること。）
⑿　共同事業体等の構成団体間における管理業務の分担等を定めた協定書（共同事業体等による申請の場合に提出すること。）
⒀　その他市長が必要と認める書類


誓約事項指定申請書裏面


尼崎市暴力団排除条例（平成２５年尼崎市条例第１３号。以下「条例」という。）を遵守し、暴力団を利することとならないよう措置を講じて暴力団排除に協力するため、下記のとおり誓約する。
なお、尼崎市長がこの誓約書の写し等を所轄の警察署長（以下「警察署長」という。）に提供すること、尼崎市長が警察署長に下記１及び２に関して意見照会すること並びに警察署長から得た情報を、指定管理者業務以外の業務において暴力団等を排除するために利用し、又は他の実施機関（本市の議会、市長、教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、監査委員、農業委員会、固定資産評価審査委員会、公営企業管理者及び消防長並びに地方自治法(昭和22年法律第67号)第244条の2第3項の規定に基づき本市の公の施設の管理を行わせる指定管理者をいう。）に提供することについて同意する。

記

１　暴力団（条例第２条第４号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団密接関係者（同条第７号に規定する暴力団密接関係者をいう。以下同じ。）に該当しないこと。
２　指定管理者業務の一部を第三者に行わせようとする場合にあっては、暴力団、暴力団員（条例第２条第５号に規定する暴力団員をいう。）又は暴力団密接関係者に該当する者にこれを行わせないこと。
３　基本協定（暴力団排除に関する部分に限る。）及び暴力団排除に関する特約の各条項に違反したときには、指定の取り消し、損害賠償請求その他の尼崎市長が行う一切の措置について異議を述べないこと。
４　指定管理者業務の一部を第三者に行わせる場合（以下、「再委託」という。）にあっては、当該第三者からこの誓約書に準じた尼崎市長に対する誓約書を各再委託の契約の締結前に提出させて保管し、当該誓約書を指定管理業務の履行が完了した旨の報告又は届出をする時までに尼崎市長へ提出すること。ただし、各再委託契約の契約金額（同一の者と複数の再委託契約を締結する場合には、その合計金額）が２００万円以下の場合は、この限りでない。
５　指定管理者は、指定管理者業務の一部を第三者に行わせる場合において、当該第三者が前項の誓約書を提出していないことが判明した場合には、直ちにその提出を求めるものとし、当該第三者が応じないときは、その旨を尼崎市長に報告すること。
６　尼崎市長が、第４号により当該第三者から提出させて保管することとした誓約書を提出するよう求めたときには、直ちにこれを提出すること。
７　暴力団又は暴力団密接関係者の該当の有無等を確認するため、尼崎市長からその役員等の名簿その他の必要な情報の提供を求められたときは、速やかに提出すること。
８　指定管理者は、指定管理者業務の履行に当たり、暴力団等から当該指定管理者業務の妨害その他不当な手段による要求（以下「不当介入」という。）を受けたときには、直ちに、その旨を尼崎市長に報告し、及び警察に届け出て、捜査上必要な協力を行わなければならない。指定管理者業務の一部を第三者に行わせる場合において、当該第三者が暴力団等から不当介入を受けたときも、同様とする。
以　上　　
